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2014年 6月 17日、商務部は『外資審査管理業務の改善に関する通達』（以下『通達』と省略）を公布しました。

外商投資企業の初回出資比率、現金出資比率、出資期限に係る制限を撤廃することや、最低資本金の制限も

特定の業種を除いて廃止することを明記しました。主な内容は以下の通りです。 

 

■背景 

2013 年 12 月 28 日、改正『会社法』の公布に伴い、最低資本金額、出資金振込検査報告（験資報告）、出資

期限等の制限が撤廃されています。しかし、外商投資企業は「会社法」のほか、「外資三法」にて別途制限が設け

られており、動向が注視されていました。 

 

今回の『通達』によって、外商投資企業に対しても、下記の改革措置が適用されることになりました。 

 

■主要な変更内容と注意点 

1 
外商投資企業の初回出資比率、現金出資比率、出資期限に係る制限を撤廃。 

特定の業種をのぞき、最低登録資本金に関する制限も取り消す。 

2 
外商投資企業の資本金額や出資方式、出資期限については、出資者による自主的な約定に委ねられ

るが、その約定を会社定款や合弁規約に記載する必要がある。 

3 登録資本金と投資総額の比率（投注差）については、従来規定をそのまま適用する。 

4 

一部の業種を除く外商投資企業に対して、今後は資本金払込状況を審査しない。しかし、「外商投資

統計制度」に基づき、外商投資企業は「出資証明書」を提出しなければならない。 

また、資本金払い込み後、出資証明書の副本写しとその関連証明書類を、出資証明書発行後の 30 日

以内に所在地の商務部門に提出しなければならない。 

 

2013 年 9 月に設立された中国（上海）自由貿易試験区では、外商投資企業を含め既に最低資本金額、初回

出資比率、現金出資比率、出資期限の制限を緩和しています。また、「ネガティブリスト」に掲載される特定業種を

除き、外商投資企業の設立に係る審査・批准手続が届出制度に簡素化されています。 

 


